
議案第３７号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項本文の規定により

別紙のとおり専決処分したため、同条第３項の規定によりこれを議会に報告し、

その承認を求める。 

 

事件 
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専決第１７号

令和６年度佐倉市の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。

　　（歳入歳出予算の補正）
第１条 　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ635,472千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ60,487,361千円とする。
２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　（繰越明許費の補正）
第２条　繰越明許費の追加は、「第２表　繰越明許費補正」による。

令和7年1月15日

佐 倉 市 長 西 田 三 十 五

－ ７ －   

令和６年度　佐倉市一般会計補正予算（第６号）

地方自治法第１７９条第１項により専決処分









　

　

　 （１）

令 和 ６ 年 度

佐 倉 市 一 般 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書

佐 倉 市 予 算 に 関 す る 説 明 書



















（一般会計）

１  一　般　職

（１）総　括 （単位:千円）

    職   員   数

（人）

補正後 1,495,682

補正前 1,495,682

比  較 0

職員数は一般職と会計年度任用職員の総数

〔職員手当の内訳〕                                                                       （単位:千円） 〔その他の内訳〕 （単位:千円）

区   分 地域手当
管 理 職
手    当

期末手当 勤勉手当 住居手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

管理職
特勤手当

区   分
総合事務

組合負担金

補正後 384,489 84,554 1,079,905 910,856 58,023 595,464 107,751 2,380 10,000 500 補正後 510,958 36,869

補正前 384,489 84,554 1,079,427 910,454 58,023 591,144 107,751 2,380 10,000 500 補正前 510,958 36,661

比  較 0 0 478 402 0 4,320 0 0 0 0 比  較 0 208

※３節　職員手当等のうち、総合事務組合負担金、児童手当及び費用弁償（通勤費）は職員手当に含まれないため、別書き

給    与    費    明    細    書

区     分
給            与               費

共　済　費 合     計
報      酬 給       料 職 員 手 当 計

1,901 810,498 4,002,379 3,318,870 8,131,747 9,627,429

1,898 808,624 4,002,379 3,313,670 8,124,673 9,620,355

費用弁償
通勤費

84,948 49,410

3 1,874 0 5,200 7,074 7,074

84,948 49,410

0 0

扶養手当
特殊勤務
手    当

児童手当

－ 20 －



ア  常勤職員等（会計年度任用職員以外）

    職   員   数

（人）

補正後 931 ( 45 ) 1,305,845

補正前 932 ( 45 ) 1,305,845

比  較 △ 1 ( 0 ) 0

※括弧内は再任用職員を外書き

〔職員手当の内訳〕                                                                       （単位:千円） 〔その他の内訳〕（単位:千円）

区   分 地域手当
管 理 職
手    当

期末手当 勤勉手当 住居手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

管理職
特勤手当

区   分 児童手当

補正後 365,996 84,554 907,092 760,224 58,023 584,881 100,594 2,380 10,000 500 補正後 49,290

補正前 365,996 84,554 907,092 760,224 58,023 580,561 100,594 2,380 10,000 500 補正前 49,290

比  較 0 0 0 0 0 4,320 0 0 0 0 比  較 0

※３節　職員手当等のうち、児童手当は職員手当に含まれないため、別書き

イ  会計年度任用職員

（単位:千円）

    職   員   数

（人）

補正後 75 ( 850 ) 189,837

補正前 75 ( 846 ) 189,837

比  較 0 ( 4 ) 0

※括弧内はパートタイム会計年度任用職員を外書き

〔職員手当の内訳〕 （単位:千円） 〔その他の内訳〕 （単位:千円）

区   分 地域手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

区分 児童手当
費用弁償
通勤費

補正後 18,493 150,632 10,583 7,157 0 補正後 120 36,869

補正前 18,493 150,230 10,583 7,157 0 補正前 120 36,661

比  較 0 402 0 0 0 比 較 0 208

※３節　職員手当等のうち、児童手当及び費用弁償（通勤費）は職員手当に含まれないため、別書き

（単位:千円）

区     分
給            与               費

共　済　費 合     計
報      酬 給       料 職 員 手 当 計

0 3,800,915 2,959,192 6,760,107 8,065,952

0 3,800,915 2,954,872 6,755,787 8,061,632

0 0 4,320 4,320 4,320

扶養手当
特殊勤務
手    当

2,754

区     分
職 員 手 当

84,948

84,948

0

給            与               費
共　済　費 合     計

報      酬 給       料 計

201,464 359,678 1,371,640 1,561,477

808,624 201,464 358,798 1,368,886 1,558,723

810,498

172,813

172,335

478

1,874 0 2,754

期末手当

880

－ 21 －



（２）報酬及び給料、職員手当の増減額の明細 （単位:千円）

区   分

  職 員 手 当 4,320

イ  会計年度任用職員分 880

ア  常勤職員等 （単位:千円）

区   分

  職 員 手 当 4,320

イ  会計年度任用職員 （単位:千円）

区   分

物価高騰対策臨時給付金支給事業（令和６年度
住民税非課税世帯追加支給分）に係る増分

物価高騰対策臨時給付金支給事業（令和６年度
住民税非課税世帯追加支給分）に係る増分

備             考

備             考

4,320

5,200

増    減    額  説            明増    減    事    由    別    内    訳

ア  常勤職員等分

イ  会計年度任用職員分 0

増    減    額 増    減    事    由    別    内    訳  説            明

イ  会計年度任用職員分 1,874

   給    料 0

 説            明

1,874

物価高騰対策臨時給付金支給事業（令和６年度
住民税非課税世帯追加支給分）に係る時間外
勤務手当の増分

備             考

   給    料 0 0

   報    酬 1,874

  職 員 手 当 880 880

増    減    額 増    減    事    由    別    内    訳

   報    酬 1,874 ア  常勤職員等分 0

   給    料 0 ア  常勤職員等分 0

－ 22 －



（３）給料及び職員手当の状況

ア  職員１人当たり給与 （単位：円）

   平   均   給   料   月   額

令和7年1月1日現在    平   均   給   与   月   額

   平   均   年   齢    （歳）

   平   均   給   料   月   額

令和6年1月1日現在    平   均   給   与   月   額

   平   均   年   齢    （歳）

イ  初任給 （単位：円）

高     校     卒

　 保育士等 220,900
総合職 230,000
一般職 220,000

ウ  級別職員数

級 級

１  級 173 (0) 18.6 (0) １　級 0 (1) 0.0 (100.0)
２  級 145 (8) 15.6 (18.2) ２　級 3 （0） 100.0 (0)
３  級 292 (36) 31.5 (81.8)
４  級 141 (0) 15.2 (0)

令和7年1月1日現在 ５  級 100 (0) 10.8 (0)
６  級 54 (0) 5.8 (0)
７  級 23 (0) 2.5 (0)

合    計 928 (44) 100.0 (100.0) 合　　計 3 ( １ ) 100.0 (100.0)
１  級 169 (0) 18.2 (0) １　級 0 ( 1 ) 0.0 (100.0)
２  級 173 (7) 18.7 (14.6) ２　級 3 ( 0 ) 100.0 (0)
３  級 269 (41) 29.0 (85.4)
４  級 143 (0) 15.4 (0)

令和6年1月1日現在 ５  級 96 (0) 10.4 (0)
６  級 55 (0) 5.9 (0)
７  級 22 (0) 2.4 (0)

合    計 927 (48) 100.0 (100.0) 合　　計 3 (  1  ) 100.0 (100.0)
※括弧内は再任用職員を外書き

短　　大　　卒 210,600 201,000

大     学     卒 225,600

区    　   分 一般行政職等 技能労務職
一  般  行  政  職

188,000

国   の   制   度

194,500

44.05
329,028

区                      分 技   能   労   務    職一  般   行   政   職   等

375,801

構   成   比  （％）
区         分

   職   員   数 （人）

一      般      行      政      職      等

職   員   数  （人）  構   成   比  （％）

技      能      労      務      職

43.75

194,500

55.00

338,831

422,137

433,208

332,033

54.00

337,267
380,734

－ 23 －



（級別の基準となる職務）

７   級 ６   級 ５   級 ４   級 ３   級 ２   級 １   級

主 任 主 事 主 　 事

部     長  課     長 副　主　幹 主　　査 主　査　補  ･  ･

主 任 技 師 技 　 師

エ  昇給 （単位：人）

    職       員       数     〔Ａ〕

    昇 給 に 係 る 職 員 数 〔Ｂ〕

１号給

２号給

４号給

５号給

６号給

８号給以上

    比    率    〔Ｂ〕    ／    〔Ａ〕    （％）

    職       員       数     〔Ａ〕

    昇 給 に 係 る 職 員 数 〔Ｂ〕

１号給

２号給

３号給

４号給

６号給

８号給以上

    比    率    〔Ｂ〕    ／    〔Ａ〕    （％）

-

-

-

-

929

-

716 2

-

-

77.0% 77.1% 66.7%

- -

-

- -

3

- -

-

- -

-

-

-

-

-

- -

-

-

-

77.0%

補
正
前

932

　　号給数別内訳

-

-

-
補
正
後 　　号給数別内訳

77.0%

-

718

 一  般  行  政  職

区                   分 合        計
代     表     的    な    職    種

-

715 2

-

-

区         分

66.7%

931

717

3928

-

-

一  般  行  政  職  等 技   能   労  務   職

－ 24 －



オ  期末手当・勤勉手当 　　　　　　　　　　（単位：月分）

補正後 2.250 ( 1.175 ) 2.350 ( 1.225 ) 4.60 ( 2.40 )

補正前 2.250 ( 1.175 ) 2.350 ( 1.225 ) 4.60 ( 2.40 )

国  の 制  度 2.250 ( 1.175 ) 2.350 ( 1.225 ) 4.60 ( 2.40 )

※括弧内は再任用職員

カ  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 　　　　　　　　　　（単位：月分）

２ ０ 年 ２ ５ 年 ３ ５ 年

勤 続 の 者 勤 続 の 者 勤 続 の 者

国  の  制  度

 （支 給 率 等）

キ  地域手当

　支 給 対 象 地 域

  支   給   率  （％） 9.2

  支 給 対 象 職 員 数 （人） 931 (45)

　国の指定基準に基づく支給率（％） 10

※括弧内は再任用職員を外書き

24.586875

33.27075

33.27075

  職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

６       月 １ ２     月

そ  の  他  の  加  算  措  置  等 備　　　考区      分

支  給  率  等 24.586875

区       分

最 高 限 度

支     給     期     別     支     給     率

全     地     域

47.709

47.709

47.709

47.709

支  給  率　計

定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算）

定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算）

有

有

－ 25 －



ク  特殊勤務手当 　　　　　　　　 （単位：％）　

一  般  行  政  職  等 技　能　労　務　職

  給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.01 0.81

  支 給 対 象 職 員 の 比 率 2.6 25.0

 （令和7年1月1日現在 ）

   代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 税務特殊手当、福祉業務手当、防疫作業手当、土地買収交渉等手当、清掃作業手当、建築確認業務手当

ケ  その他の手当

区   　  分 国の制度との異同

扶  養  手  当 同　じ

区　　分 佐　倉　市

２親等内の親族所有の住居
は手当の対象外

上限（市内）28,000円
上限（市外）20,000円

自　宅 市内のみ支給（3,000円）

区    分 佐  倉  市

交通機関等 定期券代を全額支給 定期券代　55,000円まで全額支給

通　勤　手　当 異なる

国

交通用具

普通自動車（2,000円～）
原動機付自転車等（2,000円
～）
自転車（2,000円～）
使用距離に応じて支給

使用距離に応じて支給（2,000円～31,600円）

異なる

国

賃　貸

別居している両親所有の住居を賃貸している場合にも手当を支給
※一定の条件あり。

上限28,000円

支給なし

―

住　居　手　当

 区                    分 全      職      種
代     表     的    な    職    種

0.01

2.7

差    異    の    内    容

－ 26 －




